
　
「
戦
争
す
る
国
づ
く
り
」

と
「
世
界
で
一
番
企
業
が
活

動
し
や
す
い
国
づ
く
り
」―

こ
の
２
つ
の
「
暴
走
」
政
治

が
吹
き
荒
れ
る
も
と
で
労
働

者
・
国
民
の
く
ら
し
と
雇

用
、
地
域
社
会
の
破
壊
は
深

刻
で
す
。

　
特
定
秘
密
保
護
法
の
強
行

成
立
を
は
じ
め
集
団
的
自
衛

権
行
使
容
認
の
閣
議
決
定
、

さ
ら
に
は
沖
縄
・
辺
野
古
へ

の
米
軍
新
基
地
建
設
、
日
米

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
改
定
、
来

年
の
通
常
国
会
に
は
戦
争
法

案
の
提
出
準
備
な
ど
ア
メ
リ

カ
と
「
戦
争
す
る
国
づ
く

り
」
が
強
権
的
に
進
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
ま
さ
に
日
本
の

平
和
と
民
主
主
義
が
重
大
な

危
機
に
直
面
し
て
い
ま
す
。

ま
た
消
費
税
増
税
を
は
じ
め

労
働
法
制
や
社
会
保
障
、
農

業
、
教
育
な
ど
労
働
者
・
国

民
の
く
ら
し
へ
の
全
面
改
悪

で
国
民
生
活
は
危
機
に
瀕
し

て
い
ま
す
。

　
こ
う
し
た
な
か
、
私
た
ち

は
世
論
と
運
動
の
力
で
労
働

者
派
遣
法
を
再
び
廃
案
に
追

い
込
み
、
沖
縄
県
知
事
選
挙

で
は
「
共
同
」
の
力
で
翁
長

候
補
が
圧
勝
し
、
安
倍
政
権

に
鉄
槌
を
下
し
ま
し
た
。

　
こ
う
し
た
た
た
か
い
を
確

信
に
今
回
の
選
挙
を
通
じ
て

安
倍
「
暴
走
」
政
治
に
ノ
ー

の
審
判
を
下
し
ま
し
ょ
う
。

　
安
倍
政
権
に
よ
る
「
２
つ

の
暴
走
」
の
本
質
は
「
戦
後

レ
ジ
ー
ム
（
体
制
）
の
見
直

し
」
に
あ
り
ま
す
。
侵
略
戦

争
へ
の
痛
苦
の
反
省
の
う
え

に
立
っ
て
戦
争
放
棄
や
恒
久

平
和
を
土
台
に
し
て
、
主
権

在
民
と
基
本
的
人
権
の
尊
重

を
高
ら
か
に
謳
っ
た
日
本
国

憲
法
が
生
ま
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
憲
法
の
基
本
原
則
を

破
壊
し
、
改
憲
を
狙
っ
て
い

ま
す
。
と
く
に
憲
法
９
条
は

ノ
ー
ベ
ル
平
和
賞
候
補
に
ノ

ミ
ネ
ー
ト
さ
れ
る
ほ
ど
世
界

に
誇
れ
る
も
の
で
す
。
こ
の

間
の
報
道
の
自
由
や
国
民
の

知
る
権
利
を
奪
う
特
定
秘
密

保
護
法
の
強
行
成
立
や
立
憲

主
義
を
否
定
す
る
集
団
的
自

衛
権
の
行
使
容
認
は
安
倍
政

権
の
狙
い
を
端
的
に
表
し
た

も
の
で
す
。

　
来
年
は
戦
後
70
年
と
い
う

大
き
な
節
目
の
年
を
迎
え
ま

す
。
「
憲
法
を
ま
も
り
、
い

か
そ
う
」
を
合
言
葉
に
労
働

者
・
国
民
の
要
求
実
現
と
日

本
社
会
の
未
来
を
切
り
拓
く

総
選
挙
に
し
ま
し
ょ
う
。

　

安
倍
首
相
は
21
日
、
増
税
延
期
を
理
由
に

衆
議
院
を
解
散
し
、
12
月
２
日
公
示
、
14
日

投
票
で
第
47
回
衆
議
院
選
挙
が
お
こ
な
わ
れ

ま
す
。
今
回
の
解
散
は
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
破

綻
を
示
す
も
の
で
あ
り
、
安
倍
「
暴
走
」
政

治
に
対
し
て
、
国
民
の
厳
し
い
審
判
を
下
す

絶
好
の
機
会
で
す
。
「
選
挙
に
行
っ
て
暴
走

政
治
に
ノ
ー
の
審
判
を
」
を
合
言
葉
に
職

場
・
地
域
で
の
学
習
・
対
話
運
動
を
進
め
て

い
き
ま
し
ょ
う
。

安倍「暴走」政治に
ノーの審判を
安倍「暴走」政治に
ノーの審判を
安倍「暴走」政治に
ノーの審判を

総
選
挙
で
要
求
実
現
の
道
を
切
り
拓
こ
う

総
選
挙
で
要
求
実
現
の
道
を
切
り
拓
こ
う

労
働
者
の
く
ら
し
、
地
域
社
会
の

破
壊
は
も
う
た
く
さ
ん
!

未
来
を
切
り
拓
く
合
言
葉
は

「
憲
法
を
ま
も
り
、
い
か
そ
う
」
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総務省の家計調査から作成。2010年を100とした、2人以上の世帯のうち
勤労世帯の消費水準指数(季節変動部分は除去)の推移
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GDP成長率と実質内外需寄与度
(前期比、季節調整済み、速報値)
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東北3県の災害公営住宅の整備状況

所定内月額給与と健康保険料率の推移

(全体計画(注)と実績の推移)

2012年
7～9月

↑29万9千人 1120万人

1090万人

2014年
7～9月

年収200万円以下
のワーキングプア

(注)福島県では、原発避難者向け災害公営住宅について計画の見直しを行うこと
があること等から全体計画は未確定。

資料: 国土交通省(2014年9月27日)
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保険率

選挙に行って政治を変えよう選挙に行って政治を変えよう選挙に行って政治を変えよう
消費税率引き上げの中止・撤回や
賃上げによって、
暮らしと経済を改善すること

　「アベノミクス」による円安・株高の恩恵は大企業やファン
ド、一部富裕層のみで、９割の国民は「景気回復の実感がな
い」というのが実態で
す。11月17日発表のＧＤＰ
速報値は予想外のマイナ
ス数値となり、景気の深
刻さを浮き彫りにしまし
た。今必要なことは10％
増税の延期でなく、中止
すること。賃上げによる
個人消費拡大こそが最大
の景気回復策です。

　全労連は今回の総選挙
が労働者・国民のくらし
と日本社会の未来がか
かった歴史的な総選挙と
位置づけ、攻勢的な選挙
闘争を進めるため「５大
要 求 （ ５ つ の 選 択 規
準）」を掲げました。こ
の基準をもとに学習・対
話活動を進めましょう。

1

５つの選択基準

戦時法制や米軍基地化など、
戦争する国づくりを止め、
憲法９条を守ること

　政府は集団的自衛権の行使容
認の閣議決定をふまえ、日米ガ
イドラインの見直しや戦争法案
を提出しようとしています。戦
争のための人づくりにほかなら
ない安倍「教育再生」に強く反
対します。また沖縄県知事選で
は新基地建設ノーの審判が下さ
れました。いま必要なのはアメ
リカと一緒に戦争できる国づく
りを止め、憲法９条を守り、平
和外交を進めることです。

2

派遣法大改悪や残業代ゼロ法案
など雇用破壊を止め、
雇用の安定を実現

　いま労働者の４割は非正規労働者であり、ワーキングプアは
1100万人を超えました。生涯ハケン・正社員ゼロ法案＝労働者
派遣法改悪案が通れば不
安定な労働者が増え、貧困
と格差は拡大するばかりで
す。また残業代ゼロ法案や
解雇自由化など、労働者保
護法制の全面改悪を狙って
います。安倍「雇用改革」
に反対し、人間らしく生
き、働き続けられる社会の
実現をめざします。

3

社会保障や中小企業・農業支援
等の拡充で、持続可能な
地域社会に転換すること

　安倍政権は入院給食費の値上げやベッド削減、介護の一部
自治体負担など皆保険制度の空洞化と営利化を強めていま
す。また年金破壊、生活
保護切り下げなど社会保
障制度の全面改悪を進め
ようとしています。今必
要なのは格差と貧困の解
消に向けた総合的生活保
障の確立です。東京一極
集中等を是正して、地域
活性化など持続可能な地
域循環型社会の転換をめ
ざします。

4

共同の
力で
反撃

大震災からの早期復興
原発再稼働反対、安全・安心
社会の実現

　東日本大震災からまもな
く４年目を迎えますが、被災
地の復興は遅れています。
私たちは被災者が希望の持
てる「人間復興」をめざしま
す。安倍政権は鹿児島・川内
原発の皮切りに原発再稼働
をおこなおうとしています。
原発再稼働に反対し、原発
推進政策をやめさせ、再生
可能エネルギーへの転換を
求めていきます。

5
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